


序　　　　　文

ラオス国では、既存高等教育機関を統合して総合大学・ラオス国立大学が創設され、高等教育

機関の拡充が進んでいる。その一環として1998年10月には、市場経済化に対応した人材を育成す

る経済経営学部が専門課程（３年次）の教育を開始し、我が国にプロジェクト方式技術協力を求

めている。一方、我が国の政府開発援助によって、アジアの市場経済移行諸国に人材育成のため

の「日本人材協力センター」を設立する構想が進展し、ラオス国ではラオス国立大学経済経営学

部に近接して設立するのが最適と結論づけられている。

こうした状況を受けて国際協力事業団は、1999年１月に高等教育基礎調査団を派遣し、ラオス

国立大学経済経営学部への支援とラオス日本人材協力センター設立をパッケージにしたプロジェ

クト方式技術協力を実施することでラオス側と合意した。今般はそれを受けて、1999年（平成11

年）８月３日から同14日まで、当事業団企画部専門技術嘱託 河西明氏を団長とする事前調査団

を現地に派遣し、ラオス側関係各機関と基本計画や実施体制などについて具体的に協議した結

果、プロジェクト協力の基本的枠組みについて合意した。

本報告書は、同調査団による調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト活動

展開にあたり、広く活用されることを願うものである。

ここに、調査にご協力いただいた外務省、文部省、在ラオス日本大使館など、内外関係各機関

の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層の御支援をお願いする次第である。

平成11年９月

国際協力事業団　　
理事　 泉　堅二郎
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第１章　事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ラオス国政府は1995年６月、アジア開発銀行（ADB）による大学改革計画に沿い、従来から複

数の省の下で運営管理されていた３つの単科大学及び８つの高等教育機関を統合し、８学部から

なる総合大学・ラオス国立大学（NUOL）の創設を決定し、1996年10月より最初の年度が開始さ

れている。同大学設立に際して、市場経済化に対応する人材を育成するために経済経営学部

（FEM）が同大学に新設されることになり、1998年10月からは専門課程（３年次）が開始されて

いる。同学部の新設については、NUOLの設立を支援したADBがカリキュラム開発、ラオス人教

官の育成等に対する協力を行っているが、同協力は2001年９月頃までに終了する予定であり、ラ

オス国政府としては同学部の立ち上げのための今後の協力を日本から受けたいとの強い要望を有

している。こういったラオス側の意向を受け、1997年度より個別専門家がFEMの設立計画、カリ

キュラム、教官育成計画に対する助言等を行っているほか、学部校舎、学生寮の建設、必要機材

の整備に対する無償資金協力の要請も提出されている。

一方、モスクワ大学内に設立された日本センターを模範として、アジアの市場経済移行国にも

政府開発援助（ODA）による類似センターを設立する構想が急浮上し、外務省経済協力局開発

協力課長を団長とするプロジェクト形成調査団（人材育成センター）がラオス国、ヴィエトナム

に1998年７月11日～22日に派遣された。同調査の結果、ラオス国についてはNUOL本部キャンパ

ス（ドンドク）内のFEMに近接した場所に同センター（仮称：ラオス日本人材協力センター）を

設置することが最適とされた。その後1999年１月30日から２月７日まで派遣された高等教育基礎

調査団により、同センターについてはFEMの付属機関とし、同学部に対するプロジェクト方式技

術協力の一部として協力を実施することについてラオス側との合意を得ている。

本事前調査団は本件プロジェクトの基本的枠組み（協力期間、基本計画、実施体制、双方負担

事項等）に関して必要な情報を収集し、ラオス側と協議することを目的として派遣された。
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１－２　調査団の構成

総括 ：河西　明　（JICA企画部　専門技術嘱託）

高等教育行政 ：木内　行雄（文部省学術国際局　学術調査官）

経済学 ：豊田　利久（神戸大学大学院国際協力研究科　教授）

経営学・ビジネスコース ：奥林　康司（神戸大学大学院経営学研究科　教授）

大学運営 ：荒井　祓彦（明治大学国際交流センター　センター長）

日本語コース ：大石　寧子

　（日本国際協力センター大阪支所　常勤日本語指導員）

：大野　農　（日本国際協力センター研修監理部業務課　職員）

協力企画 ：梅宮　直樹（JICA社会開発協力部社会開発協力第一課　職員）
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日
順

日月
）曜（

務業び及動移

１ 3/8
）火（

：クコンバ→田成 717LJ ）員団各宮梅、野大、井荒、内木、長団西河（
：クコンバ→港空西関 326LJ ）員団各石大、林奥、田豊（

２ 4/8
）水（

：ンャチンエィヴ→クコンバ 096GT
ACIJ 会食昼催主館使大本日スオラ在、せ合打所務事

敬表会員委力協資投府相首
理整料資

）員団両野大、石大（議協のと者係関育教語本日

３ 5/8
）木（

議協・敬表省育教
議協・敬表長学学大立国
議協・問訪部学営経済経

SIL ）員団両野大、石大（議協と者係関育教語本日学大、議協・問訪

４ 6/8
）金（

議協・部学営経済経
野大、石大（り取き聞官記書当担化文館使大、議協者係関育教語本日

）員団両

５ 7/8
）土（

議協のと部学営経済経・学大立国
理整料資

６ 8/8
）日（

理整料資
着朝日９＝港空西関→クコンバ→ンャチンエィヴみの員団林奥

７ 9/8
）月（

成作案ツッニミ、理整料資
議協のと部学営経済経・学大立国

BDA せ合打のとトンタルサンコ
）員団両野大、石大（議協のと者係関育教語本日

８ 01/8
）火（

成作案ツッニミ、理整料資
議協のと部学営経済経・学大立国

９ 11/8
）水（

）議協ツッニミ（議協のと部学営経済経・学大立国・省育教
成作ツッニミ

01 21/8
）木（

会食昼催主団査調、換交・名署ツッニミ
ACIJ 告報へ所務事

11 31/8
）金（

：クコンバ→ンャチンエィヴ 196GT
成作書告報
：→クコンバ 817LJ ）員団各野大、井荒、内木、長団西河（
：→クコンバ 226LJ ）員団両石大、田豊（

21 41/8
）土（

：田成→ 817LJ ）員団各野大、井荒、内木、長団西河（
：港空西関→ 226LJ ）員団両石大、田豊（

、動移にラニマ→クコンバみの員団宮梅 61 日 BDA 、せ合打と部本 71 国帰日

LIS：Language International School,　ADB：Asian Development Bank

１－３　調査日程
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１－４　主要面談者

(1)   ラオス側

  1）首相府投資協力委員会（Committee for Investment and Cooperation, Prime Minister's Office）

Dr. Soulasith OUPRAVANH Deputy Director General, International Cooperation Office

Mr. Latsamy KEOMANY Director of Bilateral Cooperation, International Cooperation

Office

Mr. Hajime WATANABE JICA Expert

  2）教育省（Ministry of Education）

Mr. Bounthavy IMSISIEMMAY Director, Cabinet

Mr. Mitaray SIKHAMTATH Director, Dept. of Planning and Cooperation（DOPC）

Mr. Ouam SENGCHANDAVONG Deputy Director, DOPC

Ms. Koumpaul LAONGHAM Staff, External Relations Div., DOPC

  3）ラオス国立大学（The National University of Laos）

Dr. Bosengham VONGDARA Rector

Mr. Tuyen DONGVAN Vice-Rector

Dr. Sayamang VONGSAK Vice-Rector

Dr. Khamlusa NOUANSAVANH Dean, Faculty of Economics and Management（FEM）

Mr. Khampheui PHOMMACHNH Vice Dean, FEM

Dr. Sengchanh CHANTHASENE Vice Dean, FEM

Dr. Dominique MELLET Adviser in Economics, FEM

Dr. Manfred MANTHEY Adviser in Management, FEM

Dr. Nobuyoshi NISHIZAWA JICA Expert

(2)   日本語教育関係者

  1）教育機関

Mr. Vanthong NHOYSAYKHAN Head Department of Science, National University of Laos School

of Foundation Studies

Mr. Kenichi ABE Teacher, Language International School

Ms. Yuko OSAWA Teacher, Language International School

  2）企業

大塚　信吾 総務担当、㈱大林組

永平　久雄 所長、三朋インターナショナル㈱ヴィエンチャン事務所長

山路　アンジー Sales Manager, Novotel Hotel
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  3）帰国研修員

Mr. Sysomphorn PHETDAOHEUANG Staff, Office of International Cooperation, Committee for

Investment and Cooperation

Ms. Laongkham KOUMPHOL Staff, Department of Cabinet Foreign Relations, Ministry of

Education

Mr. Amphay KINDAVONG Deputy Director of North Asia Division, Ministry of Foreign

Affairs

  4）帰国留学生

Mr. Pasomphone HEMTHAVY Lecturer, Faculty of Engineering & Architecture National

University of Laos

Mr. Phouttha PHETBAYSY Staff, National University of Laos

Mr. Boonlong SANGPARASERD Lecturer, Faculty of Engineering & Architecture, National

University of Laos

  5）その他

前田　はつえ JOCV隊員

井東　さやか JOCV隊員（臨床検査技師）

萩原　智子 JOCV隊員（看護婦）

丸山　はる美 JOCV隊員（水質検査）

松山　純 Japanese Sales Manager, LAO HOTEL PLAZA

佐々木賢子 フジタ工業

(3)  日本側

  1）在ラオス日本大使館

真鍋　　寛 参事官

小林　茂紀 一等書記官

長野　誠司 一等書記官

野田　　明 二等書記官（文化担当）

  2）JICAラオス事務所

青木　　真 所長

熊谷　信広 所員

(4)  アジア開発銀行（ADB）

Mr. Ayumi KONISHI Senior Programs Officer, Division 2, Programs Department

Mr. Yasushi HIROSATO Education Specialist, Education, Health & Population Division
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第２章　要　　約

1999年１月～２月にかけて実施された高等教育基礎調査団による調査結果に基づき、ラオス国

立大学経済経営学部支援及びラオス日本人材協力センターに係るプロジェクト方式技術協力実施

にあたっての基本的枠組みを設定するため、本調査団は実質９日間にわたり先方との協議、所要

の調査を行った。この結果、所定の目標を達成したので、先方との協議事項についてはミニッツ

に取りまとめ、署名・交換を行った。本報告書は、この調査と、協議結果の概略を取りまとめた

もので、今後の本プロジェクトの実施に役立ち得るものと考える。

報告書の要約は以下のとおりであるが、詳細については参加各団員の取りまとめた各項目、ま

たはミニッツ等の資料によられたい。

当該プロジェクトの主要目的は、市場経済化をめざすラオス国が必要とする人材の確保とその

育成であり、そのため新しく発足したラオス国立大学経済経営学部への梃入れを行うものであ

る。同学部には既にアジア開発銀行（ADB）による協力が実施されて、カリキュラム、教科書の

開発が行われつつあり、これを受ける形で我が国のプロジェクト方式技術協力を行うこととな

る。したがって、こうした状況のもとでどのようにプロジェクト方式技術協力を実施していく

か、またそのためのラオス側の受入れ態勢は十分か、などの諸点について、大学側と協議を行う

とともに、必要な資料の提出を求めつつ準備状況の確認を行った。

その結果、明らかとなった諸点は次のとおりである。

(1)   学部の運営体制は、整えられつつある。予算については、一応の手当てがなされてはいる

が、学部事務局の準備は十分とはいいがたい。

(2)   教授陣については改善されつつあるものの、まだ必要とする数を満たしておらず、楽観を

許さない。

(3)   教員の質は低く、そのため絶対数が不足しているにもかかわらず、上位資格を取得せしめ

るためにかなりの人員を割かねばならない状況にある。

(4)  教室は、他学部の校舎等を借用してやりくりを行っている。

(5)   カリキュラムについては、学生の進学状況に合わせて順次整備中であり、おおむね予定ど

おりの進捗状況にあると思われる。

教科書については、一部遅れが目立つものもあり、日本側の協力を望んでいる部分もある。

(6)   協議を通じて強く感じられた点は２つある。１つは、プロジェクト方式技術協力開始にあ

たって先方負担として期待している、優秀なセクレタリー等事務系スタッフの配置が困難なこ

と（人材不足と待遇）、もう１つは、ローカルコスト負担の困難さである。

本プロジェクトの実施にあたっては、別途ラオス国立大学（NUOL）に設立されるラオス日本
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人材協力センターの役割と、その学部とのかかわり合いについて考慮する必要があるため、この

件についても相当の時間を割いて協議した。その結果、基礎調査時の合意と違って、センターを

学長直属の付属機関とすることで合意した。

本件は、センターの活動（ビジネスコースの開設、日本語コースの開設、文化理解の促進活動

の実施）のうち、その一部についてはプロジェクト方式技術協力の一環として取り込み、協力を

実施することとなるが、この点に関しての概念整理と協力形態については、かなりの意見交換を

必要とした。特にビジネスコース受講学生に対し、その成果を学部での単位取得の一部として認

める方向で検討する点については、十分な討議がなされ、前向きの結論に達した。

先方との協議と並行して、日本語コースの開設と、文化理解に関する調査を実施し、一定の情

報を収集することができた。これらについては、ある程度の見通しが立てられたと考える。
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第３章　国家開発計画等との関連及び技術協力の妥当性

ラオス国は、第９回通常国会（1996年９月～10月）で採択した「1996～2000年社会経済開発計

画」に基づき、国家開発に取り組んでいる。この５か年計画は３部により構成され、第１部で

1991年からの５か年の開発の実施状況を分析評価した上で、第２部において1996年からの５か年

計画を定め、第３部では計画の効果的な実施のための主要方策を示している。

この文書は、1991年からの５か年計画の実施状況について、経済成長や社会基盤の整備、諸民

族の生活向上、人材開発等の面における一定の成果を評価しつつも、引き続く課題として、①食

糧生産の不安定性と自給未達成、②都市部と農村部の間にある経済格差、③国家のマクロ経済の

不安定性とマクロ経済経営の脆弱さ、④国内外の資金の使用に際しての不経済性及び⑤国の諸機

関の非効率性の問題を指摘している。

1996年からの５か年計画においては、これら諸課題の分析と解決へ向けた取り組みを行うこと

とし、21世紀に向けて、国家の発展と漸進的な工業化と近代化の基礎を整えることをねらいとし

て、年８％ないし8.6％の経済成長をめざしている。食糧生産等農林業（第一次産業）、水力発

電所建設等工業（第二次産業）及び観光業や運輸通信業等サービス産業（第三次産業）の各分野

において確固たる経済構造の構築を図るなかで、特に工業とサービス産業の合計の占める割合

（1996年現在46.7％）の増大（2000年目標値52％）をめざしている。

５か年計画は、全般的指針として、以下の各点をあげている。

(1)   都市と農村山間部の間の格差是正に向け、諸地域の同時的発展を期して社会開発の振興を

図る。

(2)   ラオス人民革命党の指導のもと、家族を社会の基本単位としつつも、国有・民有など多様

な所有形態の経済組織が国家経済の基礎となるようにすること。国有企業については、民有化

のほか、近代的な生産技術を導入し現代的経営制度に係る有能な人材を投入することにより、

再活性化・強化を図ること。

(3)   法制度、政策と併せて経営力の強化を通じ、マクロ経済の調整や国家資本の配分に係る能

力の向上を図ること。

５か年計画では、続く章において、生産、サービス、国際協力、社会文化の各分野における計

画を説明しているが、計画全体を通じて特徴的なことは、市場経済の原理によって経済構造の構

築を図ることがその基調をなしていることである。すなわち、「自由な、市場指向の生産」に向

けて農林生産を振興し、諸地域の開発において実物経済から「市場経済型」の生産への転換を促

し、国有企業の民有化を選択肢のひとつとしている。工業の分野においては水力発電開発のほ

か、鉱業、軽工業、食品加工業等小規模工業、工芸の振興を期しており、サービス産業について
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は通信、運輸、商業・貿易、観光業、銀行業等の発展を期している。教育については、初等教育

の普及に力点を置きつつも、ラオス国立大学をはじめさまざまな段階・種類の学校教育の強化を

図ることとしている。

本事前調査団が首相府投資協力委員会を往訪し担当次長から聴取したところによれば、現行５

か年計画の評価と次期計画の策定はなお準備中であるものの、市場経済の導入を基調とする方

針、そのための人材養成の必要性は、2000年以降においても不変と確信しているとのことであっ

た。

今次５か年計画の策定に先立ち、ラオス国政府はアジア開発銀行（ADB）の支援を得て教育分

野の課題について検討を行い、1989年、同国の高等教育が自由市場経済に基づく経済構造の構築

のためには極めて不十分であることを明らかにした。その後の検討を経てラオス国政府（教育

省）とADB（プロジェクト評価団）が1995年６月にまとめた両者間の了解覚書では、さまざまな

省のもとに高等教育関係機関があって合理性を欠いている等の問題のほか、経済経営学など、高

等教育を提供できていない分野があることを指摘し、高等教育の合理化が必要であるとして、そ

の統合のため、国立大学を設立すべきであることを確認している。

同年同月、ラオス国は政令により、ラオス国立大学（NUOL）を設立することを定めた。同大

学は1996年10月に初の学年歴を開始した。同大学は、基本的にはそれまで存在していた11の高等

教育関係機関を統合するものであるが、経済経営学部（FEM）については既存のものの継承では

なく新設である。

ラオス国政府とADBは、高等教育合理化プロジェクトのための借款合意書を締結（1995年９

月）し、2001年12月までの予定で、NUOLの大学組織及びプログラムの整備を進めている。今次

JICAプロジェクトは、ADBとの借款合意に基づく同大学経済経営学部の整備を踏まえて実施さ

れるものである。

以上のことから、市場経済への移行に必要な人材の育成をねらう本件プロジェクトは、1996～

2000年社会経済開発計画をはじめとするラオス国の開発計画に即したものであり、技術協力案件

として高い妥当性を有するものと考えられる。
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第４章　協力分野の現状と問題点

４－１　経済経営分野を取り巻く現状と問題点

(1)   一般経済情勢

ラオス国経済は大変厳しい状況に直面している。経済成長率（GDP）は、1990年代前半は

６～８％台で推移したが、1996年以降は成長率に衰えをみせ、1998年には４％に落ち込ん

だ。1997年７月のタイ・バーツの急落に起因するアジアの通貨・金融危機は、ラオス国には

やや遅れて波及したものの、その深刻度は諸国の中でも最悪のもので、しかも長引いてい

る。タイ・バーツ危機前は１ドル約1,000キップだった通貨は、今回の調査時点では１ドル

約9,300キップまで減価していた。資本財だけでなく日用品のほとんどを隣国タイから外国

通貨建てで輸入しているため、1998年の物価上昇率は90％とも120％とも伝えられており、

現在はそれを凌いで確実なハイパーインフレーションを経験している。

このようなインフレ基調の下、財政収支も国際収支も大幅な赤字に陥っている。1998年の

財政支出の赤字幅はGDPの14.8％に上った。また、1998年には海外からの政府開発援助

（ODA）を含めた援助の額を上回る貿易収支の赤字を計上した。高いインフレ率とも併せ

て外貨準備高も急減しており、IMFの統計によれば、1998年には2.2か月分の輸入をまかなう

外貨準備しか存在しないという危機的状況になっている。

インフレによる実質賃金の低下も著しい。1999年になって公務員の給料が倍増されたが、

現在のハイパーインフレ下では実質的には下がっており、公務員の平均給与は月約10ドルと

いわれている。経済の停滞とガソリン代の値上げから、ヴィエンチャン市内の交通量が全体

として低下している状態が観察され、国民生活への影響もうかがえる。

(2)  ラオス国立大学経済経営学部を取り巻く情勢

一般の経済状況はこのように厳しいものとなっているが、アジア開発銀行（ADB）からの

借款による国立大学の「合理化計画」は進行中であり、直接的な影響はないようにみえる。

しかし、今後の大学予算は確保されるのか、なかんずく経常費や教職員給与が確保されるの

かなど、将来のことは見通せない点もある。

ラオス国における経済経営分野における人材の潜在的な需要は依然として高い。また、こ

れらの分野の勉強をしておけば、何らかの職種に就けるのではないかという漠然とした「教

育への需要」が高いのも事実である。２月に基礎調査団が調査した民間のRattana Business

Administration CollegeやComcenterの他にも、６月のWhite Rabbit Consultantの報告によれば、

Unity School of Management and EducationやVientiane University Collegeでも、学生数が増加し

ているといい、このことからも教育需要の高まりは実証される。現在のところ、これら民間
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の教育機関は私立の各種学校的な扱いを受けている。教育省で確認したところでは、正式な

「学士号」の授与が認定されているのは国立大学（NUOL）のみである。また、地方に国立

の短期大学を創って、そこの優秀な卒業生をNUOLの専門課程に編入させる構想があるが、

第２の国立大学を創るという予定は現段階ではない。それだけに、NUOLがラオス国におけ

る高等教育の拠点校であるという重要性、なかでも新しい経済経営学部（FEM）への大きな

期待は変わっていない。

４－２　日本語教育の現状と問題点

本事前調査では、日本国内の留学生及びラオス国において教育機関（国立大学、語学学校）、

企業（日系外資系）、ローカルスタッフ、日本大使館、JOCV隊員、在住日本人、元日本語教

師、帰国留学生、帰国研修員を対象としてアンケート（40通）と面談（27名）を実施した（聞き

取り調査結果の詳細については資料３参照）。

ラオス国における日本語教育の場は、①国立大学基礎教育課程留学予備教育コース（15名）②

民間の語学学校（２校、約80名）③JOCV隊員・シニアボランティア・在住日本人・帰国研修員

によるプライベートレッスンに大別され、全部合わせても受講者数は多くない。また日本語教育

専門家として日本語教育を受け、なおかつ経験をつんでいる教師は、現状では皆無であり、教

室・テキスト・教材教具・視聴覚機器等についてもどこも十分ではなく、不足が目立った。

日本語に対して、潜在的に興味・関心があるとしばしばいわれてきたが、今次調査でも日本及

び日本語に対する憧れや興味をかなりの人々がもっていることが感じられた。これはラオス国に

おける援助国第１位である日本の知名度からくるものと思われる。日本の経済力や技術力に対し

ての漠然とした期待や理解が、興味・関心を引き起こしているものと思われ、確たる目的のため

に日本語を習得したいという状況はまだ少ないと思われる。町で聞かれる日本語も、ごくわずか

な日本の商品名や「こんにちは」レベルの挨拶語彙が、日本語として定着している程度である。

したがって日本語教育機関の少なさもあり、日本語がどんな言語か、どんな特徴をもっているか

等日本語についての認識は、ほとんどの人がもち合わせていないと思われる。教育機関の不足、

日本語教育専門家としての日本語教師の不足、一握りの帰国留学生を除く日本語話者や日本研究

家の不足、テキストの入手の難しさ、ラオ語の対訳や辞書等をはじめとする教材教具の不足等、

どれをとってもラオス国における日本語教育は、これから始まるというところである。
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第５章　相手国実施機関

５－１　実施機関の組織概要、学部運営体制

ラオス国立大学（NUOL）は、８学部から構成され、1998年９月より専門課程の講義が開始さ

れた。大学の管理運営部門を含む理・人文社会・経済経営・教育の各学部はドンドク中央キャン

パスにある。他の４学部すなわち工学部・農林学部・医学部・法学部はそれぞれ異なる場所に設

置され、これら５つのキャンパス間の管理運営の充実・強化は今後の課題である。教員人事に関

するヒアリングでは、学長の任命は首相が行い、その席順は教育省副大臣と同列になっている。

学部長については設立当初は統合前のそれぞれの１日所轄省の大臣により任命されていたが、現

在は教育大臣により任命され、任期は学長同様４年である。副学長は従来学術担当・管理運営担

当の２名であったが、最近になり学生担当の副学長ポストが新たに設けられている。

本事前調査対象である経済経営学部（FEM）の組織体制は、まだ完全には整備されていない。

それは８学部のうち、前身となる高等教育機関がない唯一の新設学部であることに起因してい

る。その結果として、教員の資質並びに人数、教育施設の貧困は他学部に比較し顕著である。こ

のことが現在、学部自治を発揮できない最大の原因になっている。

まず教員組織に関しての調査結果では、学部長のもとに副学部長２名（教務担当、管理担当）

が置かれており、それぞれ経済学科・経営学科担当の学科長を兼務している。

学部を構成する教員は２月の調査時点では16名であったが、現在は20名になった。この一般教

職員の採用について明確な基準は整備されていない。更にFEMの教員数は法学部を除く他の６学

部に比べ極端に少なく、設定されたカリキュラムを実施するためにはかなりの問題点を抱えてい

る。

次に学部の運営体制については、３種類の会議体について説明を受けた。年に４回開催される

学生を含む全体会議、月１回、週１回開かれる学部教職員の会議である。しかし、これらは他学

部での形態を参考に計画されている段階のようである。実際には、大学（教育省）の方針や現在

実施されているADB/GOPAプログラムについての決定事項を伝達する機能を果たしているにすぎ

ず、教員人事、カリキュラム作成、入学者の決定、卒業判定等の本来業務を運営するためには、

更に多くの時間が必要とされる。

このような状況のため、FEMの運営を論ずる前に、その上位機構である大学全体の管理運営形

態にまだ混乱がみられ、社会体制の相違を考慮したとしても、これらの充実や学内規則の法整備

が焦眉の急であろう。しかし、実際に専門課程の学生を受入れ教育が進行している現在、教育機

関としての責任からも学部運営について同時並行で考えなければならない。

当面の問題としてADB/GOPAのプログラムの終了する2001年９月までに、現在計画されている

カリキュラムを担当できる教員を養成することが最重要課題であると考える。FEMからのリポー
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トでは、専門課程55科目のうち既に実施された３年次配置の２科目、2000年開講の５年次科目中

２科目に、わずか４名の当該学部の教員が関与しているだけである。その他の科目については、

GOPAからの派遣教員、教育省以外の政府機関並びに他学部の教員でこれを充当している。これ

らの事実はADB/GOPAのプログラムが終了する2001年９月以降の授業遂行には多くの問題点を残

すことになる。

次に大切なことは、学部自治の問題であるが、上位機構の規則が原則的に優先することは論を

待たない。大学が教育・研究活動を進める上で学部自治が重要な側面をもつと思われるが、この

問題を論ずるのは今後の課題と考えられる。そこで現在専門家として派遣されている、神戸大学

の西沢教授のアドバイスのもとに、本来学部がなすべき基本的な諸問題、例えば教員人事、カリ

キュラム作成、入学・卒業判定等学部運営の根幹となる規則を策定する必要がある。また、現在

用意されているカリキュラムは高い完成度をもっているが、現在あらゆる機会を捉えて研修に励

んでいるFEMの教員が、いつの日か点検評価し、ラオス国の国情や周辺諸国の状況、更には教員

の資質にあわせたカリキュラムの見直しも必要とされよう。

学部自治が確立するまで、まだしばらく時間を必要としよう。その要件の中に優れた教授陣を

配することは重要である。何度か指摘したが、専門課程を担当できる教員を養成することと同時

に、教員に研究の時間を与える必要がある。現在、教員の職位は制定されていないが、長期レン

ジでは教授・助教授……等の職位を設ける必要がある。そのことが国際社会においてNUOLを国

際規格の大学として認知させることにつながる。

学生の教育はもちろん大切であるが、それを教育できる人材を養成することは更に大事であ

る。ラオス国がいずれ自立するためにNUOLに対する政府機関の期待は多大であり、期待される

人材を輩出できる体制を作る支援体制を組むことが肝要であろう。

５－２　基礎課程、専門課程の実施状況及び将来計画

(1)   基礎課程

NUOLが誕生して1999年で４年目を迎える。1999年の入試については約１万4,000名が志願

したが、全国の８か所の試験場で実際には約9,000名が受験した。そのうち、約2,000名が合

格する。したがって、９月末にはNUOLに在籍する学生数は約8,000名となる。

基礎課程のカリキュラムは、日本の各大学でかつてなされていた一般教養課程とほぼ同様な

内容である。初歩的な自然科学、歴史・地理・文学等の人文科学、経済学や経営学の入門を含

めた社会科学、それに英語（特別留学コースの学生は他の言語も選択）が主な教科である。

(2)  専門課程

学部長によれば、専門課程の最初の学年（３年次）はすべて共通の必修科目を履修するの
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で、まだ学生を学科ごとに分けていない。したがって、９月末に始まる新学期の初めに現在

の３年生の161名の学科分けをするが、予備調査では経営学科志望者の方が多い。振り分け

にあたっては、Accounting 1、2及びMicroeconomics 1、2の成績をもとに決める予定である。

過去１年間の専門課程は、EnglishとConferenceを除いてすべてカリキュラムどおりの講義

がなされた。そのうち、Accountingの２科目とチュートリアルは専任教官が担当したが、残

りの経済学に関する９科目は臨時講師が担当した。

1999／2000年度には、基礎課程からのFEMへの志願者が約260名いるが、100～120名（お

そらく120名になると思われる）に絞る予定である。これは、現在の専任教官の数及び質を

考慮した許容数であるが、将来的には150名を最大限の目安にしている。

５－３　実施機関の予算措置、人員配置状況及び将来計画

(1)   予算措置の状況

予算措置は、FEMからの申請と大蔵省の予算との調整によってなされる。まず、各学部

（FEMを含む）から毎年の推定予算をNUOL経理部に提出する。NUOLから教育省（MOE）

へ、MOEから大蔵省（MOF）へという流れで要求する。国会で決定される予算と現場から

の要求をみて、MOFからトップダウンでMOEを経由してNUOLへ予算措置される。大学予

算がまだ確立されていないためか、原則としてすべての必要項目が各学部から起案されなけ

ればならない。ただし、ドンドク・キャンパスには４つの学部があり、本部の経理部が一括

して予算管理をしているため、支出の段階では必要に応じて経理部に支出依頼することとな

る。ちなみに、４学部全体の1998／1999年度の経常費用（operating cost）は約３億5,300万

キップ（約440万円）である。将来、NUOL全体の学生が約１万名になれば、当然それに応

じて大学や学部の予算が増加されるはずである。

(2)  人員配置の状況

1999年７月現在の専任教職員の配置状況は資料４．(1)のとおりである。教官は20名（う

ち女子８名）、職員は２名（うち女子１名）である。教官のうち、修士号取得者は８名、今

年度中に修了予定者が３名いる。特に７名の学士号取得者の海外大学院への留学、修士号取

得者のグレードアップの必要があり、学部長が年次計画を策定中である。

学生・教官比率を15対１と考えているので、最終的に学生数が450名となった場合の教官

数は30名となる。しかし、当面は27名程度が必要と考えられている。既に、３名の若い教官

候補がリクルート中となっているので、当初予想されたよりも早く教官の充足ができそうで

ある。

臨時講師等による教育、教科書作成状況、支援専門家の所属は資料４．(2)のとおりであ
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る。完全に教科書ができ上がっているのは９科目のみだが、それらも毎年改善していくとの

ことである。今年度から来年度にかけては、６科目について日本の専門家による支援が求め

られている。英語については、英語学科の教官が教えているが、人数が不足しているので、

依然として日本からの講師（シニアボランティア）の派遣を待っているとのことであった。

2001年９月以降の教育予定表の作成も事前に求めたが、臨時講師の予定が予算の関係で目

途が立たぬこと、専任教官の担当科目がまだ確定していないことなどの理由で、現段階では

入手できなかった。

５－４　施設・機材の整備状況と将来計画

(1)   施設

FEMは1998年10月から人文社会学部政治学科（旧師範学校）の１棟の２階の全６室を間借

りしている。一番大きい部屋でも80名が収容限度であるため、学生を半分に分けて同じ講義

内容を週２回繰り返している。ただしこれでは必要単位数の講義時間には不足である。他の

５室は小さい部屋で、学部長室、アドバイザー室、教職員室、秘書室及びチュートリアル室

として用いられている。チュートリアルは26～28名の少人数に分けて行われている。

(2)  教材

基礎調査時には、学部学生用コンピューターは全くなく、教職員用に数台があるのみで

あった。その後ADBプロジェクトにより16台のコンピューターが供給されている。そのうち

の２台及び既存の３台の計５台は教職員用であり、残りの14台が学生用として使用されてい

る。また、プリンターは６台所有されている。

５－５　他ドナーの協力の内容及び関連

(1)   アジア開発銀行（ADB）

ADBプロジェクトの２名のアドバイザーの滞在計画は、1999年２月段階と変わっておらず

以下のとおりである。1998年８月から滞在しているM. Manthey教授（経営学）は1999年中に

ドイツにいったん帰国し、以後以下のように４度FEMに指導に来ることが決まっている。

2000年１～３月、2000年８～10月、2001年２～４月、2001年７～９月の計４回、各2.5か

月ずつ、合計10か月。

1998年４月28日から滞在しているD. Mellet教授（経済学）は2000年２月15日にフランスに

いったん帰国し、以後以下のように５度FEMに指導に来ることが決まっている。

2000年４月（１か月）、2000年７月～９月（３か月）、2000年12月（１か月）、2001年４

月（１か月）、2001年７～９月（３か月）の計５回、合計９か月。
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全般的に、臨時講師（常勤及び非常勤）の任用はアドバイザーの努力でスムーズに進んで

いる。

(2)  ハノイ国立経済大学

1998年に４名のヴィエトナム人教官（専門家）が、ラオス～ヴィエトナム両国の教育省間

の交流計画に基づいて、FEMに３か月間滞在した。彼らは、ハノイ国立経済大学で経済学

（特に、ミクロ、マクロ、商法）の教育をする用意がある旨をFEMに伝えている。

(3)  CIUF（French Speaking Universities）of Belgium

NUOLとCIUFとの協力提携に基づいて、CIUFがNUOLに協力事務所を開くことになり、

FEMがその対象に選ばれた。FEMの他に農林学部や医学部も関与している。副学部長のMr.

KhampheuiがNUOLのプロジェクト責任者となっており、1998年に２か月間ベルギーに滞在

し、更に1999年ポストグラジュエート教育のために２か月間出かける。このプロジェクトの

テーマは、「経済と農村開発の国際的共同研究」であり、FEMにとっては研究活動の萌芽と

捉えられている。

５－６　実施機関を取り巻く諸問題

(1)   専任教官

既に触れたとおり、現員教官のグレードアップは計画どおりには進んでいない。主な理由

は①教官が即座に外国留学できるように英語、仏語、日本語等の習得ができなかった、②

ADBプロジェクトで計画されていた英語の集中研修プログラムが遅れてほぼ２年間実現でき

なかった、等が指摘できる。

学部卒業者の教官新採用がかなりスムーズに進んでいることは前述のとおりであるが、

ADBプロジェクトのスケジュールでは、即座に海外での大学院教育のために送り出さなけれ

ばならない、と計画されていた。しかし、彼らの海外留学が実現していないのは、大学院教

育の前に２年間勤務しなければならぬという公務員雇用規制のためであり、これに対しては

FEMとして特別な配慮を要請する予定である。

(2)  教材

教育と並行的に教科書等の教材が作成されているが、教材作成が追いつかない慢性的な状

態が続いた。大きな理由は、NUOLにおける印刷機の機能が弱いからである。
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第６章　ラオス日本人材協力センター

６－１　センターの名称

センター名称については次の名称を仮称として用い、正式な名称については実施協議調査時に

決定することとした：「The Lao-Japan Human Resource Cooperation Center」

なお、当方提示の仮称に対して、ラオス側からは、他の国のセンター名称と横並びでよいけれ

ども現在の仮称は少し一般的すぎるので、「Business」、「Market-oriented Economy」といった言

葉を入れることで人材育成の分野を限定・明示する名称とすることが提案された。

６－２　センターの位置づけ

センターの位置づけについては基礎調査時に経済経営学部（FEM）付属とすることで合意され

ていたが、再度適当な位置づけについて協議した結果、日本語教育、相互理解促進事業等のセン

ター活動の一部についてはFEMの所管分野を越えることになる等の理由から、学長直属の大学付

属機関とする方が適当との結論に至り、大学付属機関とすることで合意した。

６－３　センターの主な機能

センターの機能については、①ビジネスコース、②日本語コース、③相互理解促進事業、の実

施とすることで合意した。

６－４　センターの運営管理体制

(1)   センター所長についてはラオス人所長１名、日本人所長１名の共同所長体制をとることに

ついて基本的な合意をみたが、ラオス側からラオス国の組織体系にはそぐわないものである

とのコメントがあった。日本人所長については、プロジェクト協力期間中はチーフアドバイ

ザーが日本人所長を兼ねることで合意を得た。他方、ラオス人所長については、日本側が日

本人所長（チーフアドバイザー）とのバランス、センターが幅広い活動をカバーすること等

から副学長を所長とすることを提案したのに対して、ラオス側からは、学内規則に基づき副

学部長クラスの役職にある別の者とすることが提案された（大学付属の既存４センター所長

についても副学部長クラス）。これについては意見の一致をみなかったことから、今後更に

検討を行う必要がある。

(2)   センター運営の意思決定機関として両所長を共同議長とし、両国の関係者からなるSteer-

ing Committee（運営委員会）を設置することについて合意に至った（ただし、共同議長の考

え方については共同所長と同じくラオス国の組織体系に沿わないものである旨ラオス側より
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コメントがあった）。ラオス側メンバーは、大学、センター所長、FEM、教育省、日本側メ

ンバーは、センター所長、JICAラオス事務所、日本大使館及びこれらに必要なメンバーを加

えたメンバーで構成することとした。

なお、センター運営委員会は、センター活動の年間計画のうちプロジェクトでカバーされ

る活動については、プロジェクトの合同調整委員会の了解を得た上で実施することとした。

６－５　プロジェクト主要活動

６－５－１　ビジネスコース設計のための調査結果

(1)  ビジネスコース

日本センターにおけるビジネスコースについては、本事前調査に先立ち、現地コンサル

タント（ホワイトラビッツコンサルタント）による、ビジネスコースに係るニーズ及び当

該分野の現状確認を目的とした調査を実施した（資料２参照）。今次調査においては、こ

の調査結果を踏まえて国内関係者で協議を行い、ビジネスコース設計に係る日本側設計案

を作成し、同案に基づいてラオス側と協議を行って暫定設計案を作成した（ミニッツ

ANNEX）。同案に関して、次の点について合意がなされた。

  1）Communication Skill、International Business Transactionについては、それぞれ、FEMに

おけるInformation ManagementとInternational Managementの講義と重なり合う部分がある

ので、FEMの学生に対してはそれらを単位の一部として認定し得る。

  2）FEMの学生も受講した場合、参加定員を大幅に超えるため、上記２科目については午

後と夕方の２回の講義を行う等の工夫が必要になる。

  3）Computing、Communication Skill、International Business Communicationの講師について

は、コース開設当初より、FEMの臨時講師に（後には専任教官にも）依頼する。

  4）他の科目については、開設当初は日本から講師を派遣するが、漸次ラオス側の講師に

代えてゆく。

(2)  ビジネスコースの開講スケジュール

初年度については、同暫定設計案に基づき以下のとおり数コースを実施することとし、

詳細についてはプロジェクト開始後３か月以内に決定し、また、全体計画についても１年

以内に決定することとした。

  1）2001年２月（５年生後期）より、Marketing、Production Management、International

Business Transactionを開講する。その場合、教室はラオス国立大学（NUOL）の施設を

利用する。

  2）2001年９月より、Business Administration、Banking Management、Computing、Commu-
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nication Skillを開講する。

(3)  FEMとビジネスコースにおける講義内容の調整

Business Course Task Forceを形成し、FEMとビジネスコースにおける講義内容の検討・

調整をする。現段階ではFEMの講義内容等についてはADBのGOPAアドバイザーの管理下

にあり、FEMとGOPAアドバイザーの双方の了解を得なければならない。

６－５－２　日本語コース設計のための調査結果

本事前調査はセンターの日本語コースについて、かなりの期待がうかがえ、設定コースにつ

いてもいろいろな声が聞かれた。ラオス国の現状を踏まえると、「一般日本語コース」「留学

準備コース」「ビジネス日本語コース」「日本語教師養成コース」の４コースが想定される。

(1)  一般日本語コース

　　ラオス国の日本語状況を考えると、まず少しでも多くの人に日本語全般を知ってもらい、

ラオス国における日本語の基盤作りをすることが必要であろう。当初は、初級のクラスを設

定し、やがては中級・上級クラスへつなげて、裾野を広くしていく必要があるであろう。期

間は、１ターム３か月とし、年３回程度の設定とする。

(2)  留学準備コース

　　２つのコースが予想される。文部省の留学生枠意外で留学する人たちへの予備教育と

NUOL留学予備教育のサポートコースである。後者は、他学科と兼務の教師が指導してお

り、日本語教育の専門家ではないため、運用力や漢字指導や発音指導等については、サポー

トの余地が大いにあると思われる。また担当教師にもその意向があり、連携して授業ができ

れば効果的であろう。どちらの期間も６か月とする。

(3)  ビジネス日本語コース

　　他の日本センターとは、国の経済や日本語状況が大きく異なり、通常のビジネス日本語は

時期尚早の感があると思われるので、調査でもニーズの多かったホテルや日系企業のローカ

ルスタッフを対象とした日本語や、ガイドのための日本語を、ビジネス日本語の糸口とする

のが、当面は現状に即していると思われる。期間は、１ターム３か月とし、年２～３回の設

定とする。また短期間の集中講習の場合は、５日程度の期間とする。

(4)  日本語教師養成コース

　　やがて現地に日本語コースも引き渡すことになれば、ローカル教師の養成が必要になる。

調査では、帰国留学生及び研修員を対象にしたが、帰国留学生も現段階では12名程度で、帰

国研修員と共に現職を変わるつもりはないと見受けられた。現在日本にいる留学生も候補と

して十分考えられるがセンターの開所時までには間に合わない。ローカル教師は、ラオス国

においては、将来的に日本語教育専門家や日本研究家の第一人者の１人となっていくであろ
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うから、５年ぐらいの長期展望で、これからの帰国留学生や当センターでの学習者を対象に

じっくり養成するのが望ましい。したがって開所時は、コースの対象となる学習者が育って

いないため当コースの開講は、難しいと予測される。

上記の他に、目的や向上心をもたせるために日本語コースの成績優秀者の日本研修や、ビジ

ネス日本語に企業から送り込まれた場合の修了証書や、評価表の必要性が提言としてあった。

コースの有料化に関しては、学習意欲を高めるために授業料の徴収は必要であるが、月額１

ドル～５ドルの中での設定が、望ましいという声が多く聞かれた。

６－５－３　相互理解促進事業に係る提言

在ラオス日本大使館から現在大使館で実施されている文化交流事業、現有の施設、センター

で期待される活動について、またJICA事務所及びNUOLからセンターで期待される活動につい

て聞き取りを行った。大使館に関しては、特別な施設を有しておらず、現在交流基金による人

の交流、展示事業、広報事業として人の招へい、ビデオの提供、文化事業として映画祭の開催

等が実施されていることが確認された。センターにおいては、現在大使館の実施している事業

をセンターを場として利用し実施することを含め、①図書、ビデオ等による日本に関する情報

の提供、②各種公演会、展示会、映画上映等の各種文化交流事業、③日本・ラオス両国の団体

が実施する文化、交流事業を行うことについて、いずれの関係者からも賛同を得た。

６－６　センターの自立発展性を確保するための手段

センターの自立発展性を確保するための手段として以下のとおり合意した。

(1)  センターは財政的基盤を確立し、自立発展性を確保するために収入を得る手段を検討する。

(2)  ビジネスコースは基本的に有料とする。具体的な授業料については別途検討する。

(3)  日本語コースを有料化するかどうかについては更に検討する。

(4)  センターの収入はセンターの運営のためだけに支出することができる。
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第７章　プロジェクトの基本計画

７－１　経済経営学部とセンターの連携

経済経営学部（FEM）とセンターについて以下の連携方法を検討することとした。

(1)  FEM教官をセンター講師として招へいする。

(2)  FEM学生に対して、実践的なビジネスの知識を身につけるためにセンタービジネスコース

を受講する機会を提供する。

(3)  センターのビジネスコースの一部をFEMの単位付与につながる学習の一部として認める。

(4)   上述のとおり、これらの連携について更に検討するためにプロジェクト開始後学部の代表

及びビジネスコース関係者からなるタスクチームを設置する。

７－２　プロジェクトの名称

プロジェクト名称についても最終的には実施協議調査時に決定することとし、いくつかの候補

について意見交換を行った。調査団から「Human Resource Development Project for Market-oriented

Economy」、「Project for Human Resource Development in Market-oriented Economy and for strengthen-

ing relationship between Japan and Lao P. D. R.」の２つの候補を提示したところ、ラオス側からは

「Lao-Japan Higher Education Development Plan」が候補として提案された。

７－３　協力期間

協力期間については５年間とすることで合意した。

７－４　プロジェクト基本計画

基本計画に関して、その大枠を以下のとおり合意した。

(1)  上位目標

ラオス国が市場経済への移行を進めるために必要な人材を育成するとともに、日本・ラオ

ス国の相互理解の向上、日本・ラオス間の人的関係を強化する。

(2)  FEM支援について

  1）プロジェクト目標

FEMにおいてラオス国が市場経済への移行を進めるために必要な人材が育成される。

  2）成果

①　学部教育の質が向上する。

②　教官の研究活動が開始され、活性化される。
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③　学部運営管理体制が強化される。

  3）活動

①　教育スタッフの訓練を行う。

②　カリキュラム、シラバスをレビューし、改善を行う。

③　教授法の研究を行う。

④　教材をレビューし、改善を行う。

⑤　簡単な研究活動が開始される。

⑥　修士課程準備のためのフィージビリティー調査を実施する。

⑦　学部のアカデミック及び運営に係る方針、規則をレビューし、改善する。

⑧　学部運営状況をモニターし、評価する。

⑨　機材の使用、維持管理に係る研修を行う。

⑩　運営管理スタッフを訓練する。

(3)  ラオス日本人材協力センターについて

  1）プロジェクト目標

日本人材協力センターがラオス国立大学（NUOL）に設立され、ラオス国の市場経済化

のために必要な人材を継続的に供給し、日本・ラオス国の相互理解の向上、日本・ラオス

間の人的関係を強化するための重要な機関となる。

  2）成果

①　センターの管理体制が確立される。

②　ビジネスコースを通じて市場経済に係る実際的な知識をもつラオス人ビジネス人材が継

続的に輩出される。

③　日本語コースを通して日本語について必要な能力をもった卒業生が継続的に輩出され

る。

④　FEMと密接な連携を図り人材育成に寄与する。

⑤　センターが財政的・技術的に自立可能となる。

⑥　センターが相互理解促進活動のために活発に利用されるようになる。

  3）活動

①　センターの運営体制を確立する。

②　ビジネスコースを設計、実施、評価する。

③　日本語コースを設計、実施、評価する。

④　FEMとセンターの連携を促進する計画を策定し、実施する。

⑤　センターを財政的、技術的に自立させるための経営戦略を検討する。
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⑥　相互理解促進活動のための計画を策定し、実施する。

７－５　プロジェクトの実施体制

(1)   ラオス国立大学学長をプロジェクトダイレクター、（いずれかの）ラオス国立大学副学長

をプロジェクトマネージャーとすることとした。

(2)   プロジェクトの運営管理に係る意思決定機関として大学学長を議長とし、両国関係者によ

る合同調整委員会を設置することとした。ラオス側メンバーは、大学学長、副学長、経済経営

学部長、センター所長、首相府投資委員会、教育省、日本側メンバーは日本人専門家、JICAラ

オス事務所の代表、及びその他双方の必要に応じたメンバーを加えて構成することとした。ま

た、日本大使館はオブザーバーとして会議に参加することができることとした。

７－６　双方の負担事項

(1)   日本国政府のとるべき措置

チーフアドバイザー、調整員、経済経営分野の長期・短期専門家、センター日本語コース

のための長期・短期専門家、及びセンタービジネスコースのための短期コンサルタントチー

ムの派遣を行うこととした。また、プロジェクト活動に必要な機材の供与を行うとともにカ

ウンターパートの本邦研修の実施を行うこととした。

(2)  ラオス国政府のとるべき措置

ラオス国政府のとるべき措置として以下の項目につき合意した。

  1）日本人専門家に対するカウンターパートの任命

  2）センターへのビジネスコースのアシスタントマネージャー、日本語コースのアシスタン

トマネージャーの配置

  3）秘書、運転手、清掃員及び保安要員の配置

  4）日本人専門家のためのプロジェクト事務所を含むプロジェクトの実施に必要な施設の提

供

  5）教材開発費等のコース実施経費、施設・機材の維持管理経費、光熱水料、電話代等の通

信費、一般運営管理費等のランニングコストの負担

ただし、センターに係る次のランニングコストについては、当面日本側で負担することを

検討する。ただし、これらの費用についても徐々にラオス側負担とし、プロジェクト終了ま

でには完全にラオス側負担とする：教材作成費、広告費等のコース実施に係る経費、ラオス
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人講師への謝金、国際通信費

ただし、通信費のうち国際通信に係る費用、消耗品等の一般管理費等についてラオス側は

負担をすることが難しく、日本側の支援を求めたいとのコメントが繰り返しなされた。これ

については、原則ラオス側負担とするものの、プロジェクトを実施するなかで何らかの対応

を検討する必要がでる可能性がある。

また、特にセンターに関しては、当面ランニングコストの一部を日本側負担とするが、

徐々にラオス側負担とし、プロジェクトが終了する時点ではすべてラオス側負担とすること

について合意したが、ラオス側から、６年目以降についても「ラオス－日本」センターとい

うセンターの性質からも日本側のインボルブメント、プレゼンスが必要であり、一部のラン

ニングコストについての日本側の負担、日本人の存在（専門家等のセンターへのはり付け）

がぜひ欲しいとの希望が示された。
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第８章　アジア開発銀行本部との協議

関連案件であるThe Postsecondary Education Rationalization Projectの担当官２名と面談し、当方か

らは経済経営学部（FEM）に対して現在実施中の協力、今次事前調査結果及び今後の協力予定に

ついて説明を行った。先方からは、アジア開発銀行（ADB）は当初より全体計画の中でFEMに

ついては日本の支援を期待して大使館等へも働きかけを行ってきた経緯があり、日本の協力が本

格的に始まることを喜んでいるとのコメントがあり、これまでのADBの協力の概要、今後の計画

について説明があった。また、今後FEMについては十分に連携をとってうまくJICAへの引き継

ぎを行い、日本主導の協力を進めてもらいたいとの希望が表明された。先方説明のうち、本件協

力に関係する主要点は以下のとおり。

(1)  GOPAアドバイザーについては当初2002年３月頃までの協力を予定していたが、トータルマ

ンマンスを変えずにインターバルを短くして2001年９月までに協力を終える予定である（ラオ

ス国における確認内容どおり）。

(2)  全体計画については、FEMも含む大学教官育成の部分が遅れており、そのために全体協力

期間を延長する可能性がある。

(3)  （無償資金協力に関係して）本部棟に関しては、既に入札、その評価も行い、1999年10月

頃に着工予定である。

(4)  本件プロジェクト終了後ADBとしての高等教育分野への協力の計画は現時点では検討され

ておらず、本件プロジェクトの第２フェーズのようなものが実施される可能性は極めて低いの

で、日本側の協力と重複することはない。
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第９章　協力実施にあたっての留意事項

上述の報告内容からは、多くの留意すべき事項が引き出されるが、その主な点をいくつかあげ

れば次のとおりである。

(1)   プロジェクト対象のラオス国立大学経済経営学部は誕生したばかりであり、その運営体制

はすべての面で確立されているとは言いがたい状況にある。したがって、先方の自助努力を求

めつつもプロジェクト方式技術協力を通じて全面的なバックアップが必須である。

例えばアカデミックな分野に関しては、少なくとも経済、経営の各分野に長期専門家のは

り付けによる学科全般を見定めた指導が、またセンターのビジネスコースの運営にも長期の

人材の確保による中長期の視点に立った指導が必要と考えられる。ラオス側教官の育成につ

いても、日本側短期専門家による指導のみでは不十分である。

学部運営についても積極的な関与が求められており、予算の確保、センターの自主財源の

獲得、事務系人材の養成などに、常時適切な指導が欠かせない。

(2)   ローカルコストについては、先方の負担を確保することはもちろんであるが、本プロジェ

クト方式技術協力の円滑な実施のためには、補足的支援として当座の日本側の投入を増やすな

ど、何らかの工夫を行うことも肝要である。

このような観点から本プロジェクト方式技術協力開始前にも、必要な人材の確保と、日本

側予算の柔軟な執行体制の確保に努めることが肝要と考える。

(3)  無償資金協力による校舎建設などをできるだけ前広に実施することが望ましい。

(4)   教員不足を一時的に解消するため、第三国専門家派遣のスキームを活用して、例えばタイ

（言語の問題が少ない）から教官を得ることを検討する。

(5)   日本における教員養成のために、特別枠（例えば無償留学生制度の活用）の付与や第三国

研修の活用を考える。

(6)   センターでの日本語コースの開設にあたっては、ラオス人教師の養成に意を用いるととも

に、受講生に対するモチベーション高揚につながるような工夫（例えば一定の成果を収めたも

のに対する日本招待）を行う。

(7)   卒業生の投入先を継続的に確保するため、第１回卒業生輩出の時点から外部とのつながり

を確保できる体制の確立を指導する。
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